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研究成果の概要（和文）：本研究は、現代における情報行動の変容について、加齢効果・時代効果・コーホート
効果を弁別して明らかにすることを目的とした。2015年に「日本人の情報行動」調査を実施し、2005年調査およ
び2010年調査のデータと合わせて分析を行なった。分析の結果、テレビ視聴時間に関しては、有意な年齢効果と
世代効果は確認されたが、時代効果は認められなかった。インターネット利用時間においては、PCインターネッ
ト利用時間に関しては2005年から2010年にかけて増加する時代効果のみが確認された一方、モバイル・インター
ネット利用時間に関して世代効果と一貫して増加を示す時代効果が認められた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to analyze the effects of age, period, and 
cohort on contemporary Japanese information behavior. We conducted a survey on Japanese information 
behavior in 2015. Also in 2015, we analyzed this data against data from 2005 and 2010. The results 
suggest that age and cohort had significant effects on the time spent viewing television, but that 
the period had no significant effect. In addition, the results suggest that while there was 
significant increase indicated in the period from 2005 to 2010 with respect to time spent engaged in
 internet use on a personal computer (PC), there was also a significant cohort effect and period 
effect corresponding with a consistent increase in time spent engaged in mobile internet use.

研究分野：社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 20 世紀末以降のインターネットおよび携
帯電話の普及やその技術・サービス発展に伴
い、市民を取り巻くメディア環境の変容が急
速に進みつつある。こうしたメディア環境の
変容は市民の情報取得行動のみならず、人々
の社会関係の維持・形成のあり方に、ひいて
は社会的統合あるいは分断の構造に大きな
影響を及ぼす可能性をもつ。 
 近年は、ソーシャルメディアや、スマート
フォンなどの新たなデバイスの普及とも相
まって、マスメディア型の情報環境からネッ
ト型・モバイル型情報環境への本格的な構造
転換が進みつつある。それとともに、ネット
世代に特有とされる「ネット右翼」、「ネット
依存」等の新たな社会問題や、デジタル‐デ
バイドによる世代間・階層間の情報格差の深
化も指摘されるようになった。2013 年には
日本でもインターネットでの選挙運動が解
禁され、政治的・市民的参加の面でもマスメ
ディア時代とは異なる問題や格差が生じる
と予想される。こうしたメディア環境の構造
変動期における情報行動の変化とそれにと
もなう問題について、特定の世代・年齢層に
のみ着目した研究や、単一時点の調査だけで
は、加齢効果、時代効果、コーホート（世代）
効果を弁別できず、得られる知見にも大きな
限界が生じる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、モバイル端末による情報化が急
速に進む現代における情報行動の変容につ
いて、加齢効果・時代効果・コーホート効果
を弁別して明らかにすることを目的とした。
この目的のために、「日本人の情報行動」2005
年・2010 年調査と比較可能な、情報行動に
関する全国調査を 2015年に実施し、この「日
本人の情報行動」の 2015年調査および、2005
年調査、2010 年調査の３時点データを合わ
せて、以下の３つの目的をもって分析を行な
った。 
1. 2015 年時点の日本人の情報行動の特徴
を明らかにする 

2. 日本人の情報行動の経時的変容を明ら
かにする 

3. 日本人の情報行動に関する加齢効果、時
代効果、コーホート効果を明らかにする 

 
３．研究の方法 
 本研究において実施した「日本人の情報行
動」2015 年調査は以下の方法で行なった。日
本全国の満 13歳以上 69歳以下の男女個人を
母集団として、計画標本規模 2,500 で層化二
段無作為抽出によって標本抽出を行なった。
調査地点数は 157 地点、層化区分は地区と都
市規模によって行なった。実査は平成 27 年 6
月 12 日～6 月 29 日、調査員による訪問留置
回収法で、有効回収数は 1,363 であった。調
査票は日記式調査票と質問紙調査票の2種類
で構成されており、いずれも自記式であった。 

 
４．研究成果 
 研究成果は「２．研究の目的」で述べた３
つの目的に対応させる形で整理する。 
4-1. 2015 年時点の日本人の情報行動の特徴 
 「日本人の情報行動」2015 年調査の結果、
全体平均時間でもっとも時間が長いのは
172.8 分の「（テレビで）テレビ放送をみる（テ
レビ視聴）」であった。「日本人の情報行動」
調査において、平均的にもっとも長い時間が
費やされる情報行動がテレビ視聴である点
は、1995 年以来、一貫した点である（橋元・
北村・辻・金, 2011）。全体平均時間でみる
と、2 番目に長い時間が費やされた情報行動
は「ネット以外のラジオ（ラジオ聴取）」の
23.2 分であり、3 番目が「（テレビで）録画
した番組を見る（テレビ録画視聴）」の 21.8
分であった。 
 行為者率がもっとも高い情報行動も、全体
平均時間と同様に「テレビ視聴」（84.9%）で
あった。2 番目に行為者率が高かった情報行
動は「新聞を読む（新聞閲読）」（39.4%）で
あり、3番目が「（スマートフォン・従来型携
帯電話・PHS で）メールを読む・書く」（33.7%）
であった。携帯電話によるメールの読み書き、
新聞閲読の行為者率が相対的に高い点は、
2010 年調査とも共通した結果である（橋元・
北村・辻・金, 2011）。 
 行為者平均時間がもっとも長かった情報
行動は、245.4 分の「（パソコン・タブレット
端末で）文章や表の作成、写真の加工などを
する」であった。 
 情報行動の年代別平均時間をみると、特に
インターネット利用に関して 20 代の情報行
動が活発に行われていることが示されてい
る。20 代の平均時間が他の年代と比較しても
っとも長かった項目は、「テレビゲームをす
る」（平均 18.6 分）、モバイルでの「メール
を読む・書く」（平均 18.7 分）、「ソーシャル
メディア」（平均 45.8 分）、「ソーシャルメデ
ィア以外」（平均 18.7 分）、「ネット動画を見
る」（平均 11.6 分）、「ゲーム（ネット経由）」
（平均 26.5 分）など、PC での「ソーシャル
メディア」（平均 12.2 分）、「ソーシャルメデ
ィア以外」（平均 17.7 分）、「ネット動画」（平
均 17.4 分）、「ネットで音声通話」（平均 4.6
分）、「ゲーム（ネット経由）」（平均 17.0 分）、
その他の「ネットでラジオ」（平均 4.5 分）
などであった。このように、インターネット
利用に関わる項目それぞれに関して、モバイ
ル、PC を問わず 20 代がもっとも長い時間を
費やしていることが示された。 
 モバイルからのインターネット利用に関
しては、10 代の平均時間が多くの項目で 20
代に次ぐものであった。また、情報行動の平
均時間で 10 代がもっとも長かった項目は、
モバイルでの「ネットで音声通話」（平均 15.5
分）と「ゲーム（オフライン）」（平均 10.0
分）などモバイル利用に関わる項目であった。 
 一方で、主要なマスメディアであるテレビ



や新聞に関しては、若年層の情報行動は他の
年代に比べて活発ではない。テレビで「テレ
ビ放送を見る」は 10 代がもっとも短く平均
72.6 分、20 代はそれに次いで平均 111.3 分
であった。また、印刷物の「新聞を読む」は
10 代が平均 1.7 分、20 代が平均 1.5 分であ
った。 
 
4-2. 日本人の情報行動の経時的変容 
 第 1に、情報を得るためのメディア利用の
変化を確認した。「いち早く世の中のできご
とや動きを知る」（迅速性）、「趣味・娯楽に
関する情報を得る」（趣味・娯楽性）、「世の
中のできごとや動きについて信頼できる情
報を得る」（信頼性）という３つの目的に関
して、もっともよく使うメディアを単一回答
で尋ねた質問における「テレビ」と「インタ
ーネット」の選択率を分析した 
 まず、迅速性目的では 2005 年調査ではテ
レビがどの年齢階級においても 75%以上の選
択率であったが、2015 年にはいずれの年齢階
級においても選択率が下がった。2010 年調査
ではいずれの年齢階級においてもテレビが
もっとも選択されていたが、2015 年になると
20 代、30 代ではインターネットが迅速性目
的でもっとも選択された（それぞれ 76.7%、
54.9%）。趣味・娯楽性目的では 2010 年時点
で 40 代以下ではインターネットがもっとも
選択されており、2015 年時点では 50 代もイ
ンターネットがもっとも選択されるように
なった。 
 このように、迅速性と趣味・娯楽性の目的
ではインターネットが主要なメディアとな
ったが、信頼性目的では異なった状況である
といえる。2005 年から 2015 年にかけて選択
率はやや低下傾向にあるといえるが、それで
も 2015 年調査においても全ての年齢階級で
テレビの選択率がもっとも高かった。 
 10 代と 20 代はいずれも「若者」に分類さ
れると考えられるが、表 1に示されるように
10 代と 20 代では情報を得るためのメディア
利用において異なっていた。また、20 代は迅
速性、趣味・娯楽性の目的ではインターネッ
ト中心の情報環境になってきているが、信頼
性目的では必ずしもそうではないというの
が現状であった。 
 第 2に、メディア接触時間の変化を確認し
た。図 1は 1日あたりのテレビ視聴時間、パ
ソコンからのインターネット利用時間（PC ネ
ット利用時間）、携帯電話（PHS・スマートフ
ォンを含む）からのインターネット利用時間
（モバイルネット利用時間）の平均値の推移
をそれぞれ年齢階級別に整理し、分析を行な
った。 
 まずテレビ視聴時間平均値に関して、この
10 年で 30 代以上では減少傾向にあるとはい
えない結果が示された。一方で、10 代と 20
代のテレビ視聴時間平均値の減少は顕著で
あった。テレビ視聴時間ではなくテレビ視聴
行為者率（調査当日、テレビ視聴行動をとっ

た人の率）に着目すると、2005 年から 2010
年にかけては 10 代で 83.7%から 85.8%、20 代
で 85.7%から 84.0%と大きな変化は生じてい
たとはいえなかった。しかし、2015 年調査で
は 10 代で 75.0%、20 代で 74.0%と 2010 年と
比較してそれぞれ約 10 ポイントの減少がみ
られた。つまり、2015 年調査では 10 代、20
代の 4人に 1人が 1日のうちにテレビをまっ
たく見ていなかったということである。 
 一方、インターネット利用において、PC ネ
ット利用時間に関してはこの 10 年で必ずし
も長くなったということはできない。全体の
平均値でいえば、2005 年から 2010 年にかけ
て増加したが、2010 年から 2015 年にかけて
減少した。それに対してモバイルネット利用
時間に関しては、全ての年齢階級で 2005 年
から 2015 年にかけて一貫して平均値が増加
していた。2015 年調査では 40 代以下の年齢
階級で平均 PC ネット利用時間を平均モバイ
ルネット利用時間が上回っており、さらに 10
代では平均テレビ視聴時間（72.6 分／日）を
平均モバイルネット利用時間（95.2 分／日）
が上回った。 
 
4-3. 日本人の情報行動に関する加齢効果、
時代効果、コーホート効果 
 日本人の情報行動に関する加齢効果、時代
効果、コーホート効果を明らかにするために、
「日本人の情報行動」2005 年調査、2010 年
調査、2015 年調査のデータをプールして、階
層的 APC 分析を行なった。この分析の結果、
次のことが明らかとなった。 
 1 日あたりの情報行動の時間に関する分析
では、まず、年齢効果についてはテレビとイ
ンターネットを問わず、単一時点での年齢階
級の比較で示されていた結果と一貫したも
のが示されている。そしてテレビ視聴時間に
関して時代効果は確認されず、5 歳刻みで 1
世代とした場合に3世代ごとにテレビ視聴時
間が相対的に短い世代と長い世代が入れ替
わるパタンが示された。 
 次に、インターネット利用に関しては、ま
ず PC ウェブ利用時間について 2005 年から
2010 年にかけて増加し、2010 年から 2015 年
にかけて減少する時代効果が認められたが、
世代効果は認められなかった。一方、モバイ
ルウェブ利用時間については一貫して増加
する時代効果が認められたとともに世代効
果も認められた。そこでみられた世代効果は、
橋元ら（2010）が「デジタルネイティブ」と
呼んだ 1976 年生まれ以降の世代についてい
えば、1976〜85 年生まれ世代は相対的にモバ
イルウェブ利用時間が短く、1986〜2000 年生
まれ世代は相対的に長いという結果であっ
た。 
 
4-4. 成果のまとめ 
 本研究で実施した「日本人の情報行動調
査」では、主に時間量という側面から日本人
の情報生活についてデータ収集を行ってい



る。住民基本台帳にもとづく層化二段無作為
抽出法を用いた訪問留置調査によって一定
水準の代表性を確保したデータによって、
2015 年時点での日本人の情報行動の特徴と
この 10 年における日本人の情報行動におけ
る変化を把握できた。また、加齢効果、時代
効果、コーホート効果を峻別するための階層
的 APC 分析を行なうことで、印象論によって
語られがちなメディア利用と世代の問題に
ついて、エビデンスに基づく議論を示すこと
が可能となった。また、本研究によりモバイ
ルインターネット利用の進展と PC インター
ネット利用の停滞が時代効果として生じて
いることが実証的に示された。これらの成果
により本研究は、情報環境の構造転換期にお
ける人々の行動・意識の変容に関する基礎的
知見を社会学および関連分野に提供できた
と考えられる。 
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